
令不日5ノ手 3月 24日

教育委員会定例会議案書

草津市教育委員会





付議事項

議第 1

議第 1

議第 1

議第 1

(4件)                   
｀

4号 章津市教育委員会が保有する個人情報の保護に関する規則案

5号 草津市立幼稚園規則の一部を改正する規則案
6号 草津市地域学校協働活動推進員の委嘱につき議決を求めることにつ

ヤ` て

7号 草津市立教育研究所運営委員会委員の委嘱につき議決を求めること

について
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議第 14号

草津市教育委員会が保有する個人情報の保護に関する規則木
安

上記の議案を提出すると

令不日5年 3月 24日

車津市教育委員会

教育長 藤田 雅也
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草津市教育委員会が保有する個人情報の保護に関する規則       
｀

1

草津市教育委員会が保有する個人情報に係る個人情報の保護に関する法律 (平成 1

5年法律第 57号)および草津市個人情報保護法施行条例 (令和 5年草津市条例第

号)の施行については、草津市個人情報保護法施行細則 (令和 5年草津市規則第

号)の例による。

付 則
(施行期日)

1 この規則は、令和 5年 4月 1日 から施行すると
(草津市教育委員会個人情報保護条例施行規則の廃止 )

2 草津市教育委員会個人情報保護条例施行規則 (平成 18年草津市教育委員会規則

第 8号)は、廃止する。
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議第 15号

草津市立幼稚園規則の一部を改正する規
則案

上記の議案を提出する。

令 和 5年 8月 24日

草津市教育委員会

教育長 藤田 雅也
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草津市立幼稚園規則の一部を改正する規則

車津市立幼稚園規則 (昭和 55年章津市教育委員会規則第 6号)の一部を次のよう
に改正する。              1         

了

第 4条第 1項中「第 25条」を「第 25条第 1項」に改める。
第 8条第 2項および第 3項中「第 19条第 1項第 1号Jを 、「第 19条第 1号」に、
「第 19条第 1項第 2号」を「第 19条第 2号」に改める。
付 則

この規則は、令和 5年 4月 1日 から施行する。
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議第 15号  草津市立幼稚園規則の一部改正   新旧対照表

―
『
―

1日     規     貝吋

法 19

第 1条～第 3条  (略 )

(教育課程 )

第 4条 幼稚園の教育課程は、幼稚園教育要領 (学校教育法 (昭和 ?2

年法律第 26号)第 25条の規定に基づき文都科学大臣が定める幼稚

園の教育課程その他の教育内容に関する事項をいう。以下
「教育要領」

という。)に基づき、園長が編成する。

2 (略 )

第 5条～第 7条  (略 )

(入園)

第 8条  (略 )

2 教育委員会は、入園を許可するときは、子ども。子育て支援法 (平

成 24年法律第 65号。以下 F法」という。) 第 19条 第 1項第 1号

に掲げる小学校就学前子どもの保護者にあつては草津市立幼稚園型

認定こども園入園許可通知書 (教育認定)(別記様式第 2号)を、法

第 19条第 1項第 2号に掲げる小学校就学前子どもの保護者にあつ

ては章津市立幼稚園型認定こども園入園許可通知書 (保育認定)(別

記様式第3号)を交付するものとする。

3 教育委員会は、入園を不許可とするときは、法第 19久大第 1項第 1

号に掲げる小学校就学前子どもの保護者にあつては草津市立幼稚園

型認定こども園入園不許可通知書 (教育認定)(別記様式第 4号 )を、

2 に掲げる小学校就学前子どもの保護者にあ

新   規   則 (案 )

第 1条～第 3条  (略 )

(教育課程 )

第 4条 幼稚園の教育課程は、幼稚園教育要領 (学校教育法 (昭和 22

年法律第 26号)第 25条第 1項の規定に基づき文部科学大臣が定め

る幼稚園の教育課程その他の教育内容に関する事項をいう。以下
「教

育要領」という。)に基づき、園長が編成する。

2 (略 )

第 5条～第 7条  (略 )

(入園)

第 8条  (略 )

2 教育委員会は、入園を許可するときは、子ども。子育て支援法 (平

成 24年法律第 65号。以下「法」という。)第 19条第 1号に掲げ

る小学校就学前子どもの保護者にあつては草津市立幼稚園型認定こ

ども園入園許可通知書 (教育認定)(別記様式第 2号)を、法第 19

条第 2号に掲げる小学校就学前子どもの保護者にあつては草津市立

幼稚園型認定こども園入園許可通知書 (保育認定)(別記様式第 3号 )

を交付するものとする。

3 教育委員会は、入園を不許可とするときは、法第 19条第 1号に掲

げる小学校就学前子どもの保護者にあつては車津市立幼稚園型認定

こども園入園不許可通知書 (教育認定)(別記様式第 4号)を、法隻

1 2 に掲げる小学校就学前子どもの保護者にあつては草津



議第 15 草津市立幼稚園規則の一部改正   新旧対照表
十日     規    貝J

_つては草津市立幼稚園型認定こども園入園不許可通知書 (保育認定)

(別記様式第 5号)を交付するものとする。

4 (略 )

第 8条の 2～第 11条  (略 )

様式第 1号～様式第 8号  (略 )

新   規   則 (案 )

市立幼稚園型認定こども園入園不許可通知書 (保育認定)

第 5号)を交付するものとする。

4 (略 )

第 8条の 2～第 11条  (田各)

様式第 1号～様式第 8号  (略 )

付 則
この規則は、令和 5年 4月 1日 から施行する。

(別記様式

Ｉ
∞
１



議第 16号

草津市地域学校協働活動推進員の委嘱につき議決を求める
ことについて

上記の議案を提出する。

令不日5年 3月 24日

草津市教育委員会

教育長 藤田 雅也
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草津市地域学校協働活動推進員の委嘱につき議決を求めることについて

次の者を、草津市地域学校協働活動推進員に委嘱することにつき、社会教育法 (昭和

24年 6月 10日 法律第 207号 )第 9条の 7第 1項の規定に基づき、本委員会の議決
を求める。

記

(別表)令和 5年度 草津市地域学校協働活動推進員 (地域協働合校地域コーディネー

タ‐)委嘱者一覧の通り

任期 令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 31日 まで
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経験年数備 考名  前小学校

6年 目現 図書館運営サポーター、放課後自習広場嘉援員罪持 禦礁
5年 目現 家庭学習サポーター、放課後自習広場支援員ユキコヤマナカ

山中 由紀子

4年目
現 放課後自習広場支援員、家庭学習サポーター得 質

2年 目
現 健康推進員奇ご  増蛋1許志津南小学校

2年 目現 草津学区民生委員児童委員 (主
現 放課後自習広場支援員

任児童委員)

符各 お偉草津小学校

5年 目元 PTA事務長、元 図書館ボラィテイア鶏 謗草津第二小学校

8年 目現 学校図書館ボランティア
元 渋川小PTA会長確雪雷 発蛍

ブ
渋川小学校

3年 目現

現
環境学習プランナー、元 環境学習
地球温暖化防止活動推進員

推進員

滋賀県山本 慌年矢倉小学校

4年 目現

現
教室ア

老上学

シスタン ト支援員

区店委委員児童委員 (主任児童委員)
ンノプヤマモ ト

山本 忍老上小学校

8年 目
現 老上西小書写指導教員ョ代ミ美翡餓老上西小学校

新規玉
玉

一九
一万

|1小学校PTA役員
|1中学校PTA役員爵蔀 著夏玉川小学校

4年 目
一万
一死 南笠東学区民生委員児童委員協議会会長
玉川 PTA

オカダ

岡田 や よヤ|南笠東小学校

8年 目一万
一万 松原中学校心のオアシス相談員
/1｀

Υぎ貧意
新規一万 高校教員

ナカジマ  コンヨ

中島 好子

5年 目
元 養護教諭ヨテラ  アツコ

小寺 厚子

新規元 中学校教員煽辱 寿
笠縫小学校 ,

3年 目
現 教室アシスタント支援員栄ピ かょギ

5年 目
現 教室アシスタント支援員絲 苛軒

新規現 教室アシスタント支援員絲 胞

新規現 教室アシスタン ト支援員齢 辞

3年 目元
現

保護司現市教育研究所長学校校長
会長

△ 滋賀県教育教育草津市箱篭 凍筆
2年 目元 常盤学区自治連合会役員、穴村町内会長尋 詳

新規
元 常盤学区まちづくり協議会会長鉄 飾

常盤小学校

2年 目幼稚園長、草津市教育委

山田学区民生委員児童委
員
員 (主任児童委員 )

ブE

'ノ

宅舟 由ア子子松原中学校

(別表)令和5年度 草津市地域学校協働活動推進員 (地域協働合校地域コーデイネーター)委嘱者一覧

任期 令不日5年4月 1日 から令不日6年 3月 31日 まで
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■社会教育法 (抜粋 )

(地域学校協働活動推進員 )

第九条の七 教育委員会は、地域学校協働活動の円滑かつ効果的な実施を図るため、社会的信望が
あり、かつ、地域学校協イ動活動の推進に熱意と識見を有する者のうちから、地域学校協働活動推

進員を委嘱することができる。

2 地域学校協働活動推進員は、地域学校協働活動に関する事項につき、教育委員会の施策に協力
して、地域住民等と学校との間の情報の共有を図るとともにヽ地域学校協働活動を行 う地域住民

等に対する助言その他の援助を行う。

■草津市地域学校協働活動推進員設置要綱 (抜粋)

(目 的)

第 2条 地域コーディネーターは、社会教育法第 5条第 2項に基づく地域学校協働活動に関する事項に
つき、教育委員会の施策に協力し、地域住民等と学校との間の情報の共有を図り、地域学校協働活動

を円滑かつ効果的に推進することを目的とする。

(設置)

第 3条 教育委員会は、草津市立の各小 。中学校区 (以下「学校区」という。)に地域コーディネーター

を置くことができる。

(定数)

第 4条 地域コーディネーターの数は、地域の実情を考慮のうえ、学校区 1名程度を原則とする。
(資格および委嘱)

第 5条 地域コーディネーターは、地域学校協働活動の推進に熱意と識見を有する者のうちから、当該

学校区の学校長の推薦により、教育委員会が委田ら高する。

(委嘱期間および解職)

第 6条 地域コーディネーターの委嘱期間は、委嘱を受けた日からその日が属する年度の末日までとす
る。ただし、再任を妨げない。

2 教育委員会は、地域コーディネーターが次の各号のいずれかに該当すると認めた場合は、解嘱する
ことができる。

(1)心身の故障のため職務の遂行に支障があり、または、これに堪えられないと認められる場合

(2)そ の他地域コーディネーターとしてふさわしくない行為を行ったと認められる場合

(職務)

第 7条 地域平―ディネーターの職務は、次の各号のとおりとする。
(1)担当する学校区の学校事情および年間カジキュラムの把握ならびに地域ボランティアについて

の情報提供に関する活動

(2)地域ボランティアとの連絡および調整

(3)地域ボランティアに係る情報収集、募集および依頼に関する活動

(4)地域コーディネーターとしての活動記録 (出勤簿、事業計画書、実施報告書等)の記入および記

録

(5)学校 。地域の教育活動への支援および参加促進に関する活動

(6)そ の他地域コーディネーターの設置の目的を達成するために必要な活動
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議第 17号

車津市立教育研究所運営委員会委員の委嘱につき議決を求める
ことについて

上記の議案を提出する。

令不日5年 3月 24日

草津市教育委員会

教育長 藤田 雅也
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草津市立教育研究所導営委員会委員の委嘱につき議決を求めることについて

次の者を、草津市立教育研究所運営委員会委員に委嘱することにつき、草津市立教育

研究所規則 (昭不日55年草津市教育委員会規則第 3号)第 8条の規定により、本委員会
の議決を求める。

記

任期 :令和 5年 4月 1日 から令和 6年 5月 31日 まで

区分 委嘱・任命する

者

備考

公募による草津市立小中学校の保護者 児玉 雅美 章津中学校ならびに章津第二小学校 の保護者
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○草津市立教育研究所規則 (抜粋 )

(草津市立教育研究所運営委員会)

第 8条 草津市立教育研究所運営委員会 (以下「運営委員会」という。)の委員は、次

に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱し、または任命する。

(1)学識経験を有する者

(2)草津市校長会の代表

(3)草津市園長・所長会の代表

(4)草津市教頭会の代表

(5)草津市立小中学校教員の代表

(6)草津市社会教育委員の代表

(7)公募による草津市立小中学校保輩者

(8)草津市同和教育推進協議会の代表

(9)公募による市民

2 委員の任期は 2年 とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。

3 運営委員会に、会長および副会長をそれぞれ 1人置き、委員の互選により選出する。

4 運営委員会の会長は、運営委員会を代表し、会務を総理 し、会議の議長となる。

5 副会長は会長を補佐 し、会長に事故があるときまたは会長が欠けたときは、その職

務を代理する。

6 運営委員会の会議 (以下「会議」という。)は、必要に応 じて会長が招集する。

7 会議は委員の過半数の出席をもつて成立する。

8 会議の議事は、出席した委員の過半数をもつて決し、可杏同数のときは議長の決す

るところによる。

9 運営委員会は、必要に応 じて専門の事項を調査研究し、および資料を収集するため、

小委員会を置くことができる。

10 運営委員会の庶務は、教育研究所において処理する。

11 この条項に定めるもののほか、運営委員会の運営に関し必要な事項は、会長が定

める。
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